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題視されている（Brown, 2016；Chapple, 2015；Kuwamura, 2018）。そのため、
















導を行う“adjunct English component”（Aloiau, 2008, p.107）が追加され、
















とその科目に対応する“ESP（English for Specific Purposes）”の授業を同時
に受講」し、三年次からは「講師が易しめの英語で講義をするSheltered 
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　質問紙はOjima（2019）及びCheng, Myles, & Curtis（2004）を参考に作成























































　（1） Listening ： 講義・授業内外の指示・グループディスカッションの聞
き取り
　（2） Reading ： 学術的な文書の内容・要点理解、アカデミックな語彙の
習得
　（3） Speaking ： グループディスカッションにおける発話、プレゼンテー
ション
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一番遅くて四年次後期とかなり幅がある。したがって、例えばBSAPに一年




































外務省「Japan SDGs Action Platform」




 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/global/1206011matome.pdf（2019 年 12
月16日閲覧）
鈴木雅久（2018）「日本におけるグローバル人材育成のこれから」ウェブマガ
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